
 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 住民サービスを提供するために保有している資産と、その資産をどのような財源（負債・

純資産）で賄ってきたかを一覧で表したものです。 

 

板橋区の財務諸表（平成 28 年度版）の概要 
 

 板橋区では、総務省方式改訂モデルを採用し、平成 21 年度決算から財務諸表を公表しています。 

 板橋区の財務諸表（平成 28 年度版）を作成したので報告します。 

１．普通会計 

貸借対照表（バランスシート）  

 １年間の各行政サービスにかかったコストを示したも

ので、資産形成につながらないコストとそれに対する

収入を表しています。 

行政コスト計算書  

 １年間の行政活動に伴う資金の流れを示したもので、「経常的収

支」「公共資産整備収支」「投資・財務的収支」の３区分で表し

ています。 

資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

 

 貸借対照表の「資産の部」と「負債の部」の差額である、純資産が１年間でどのように変動したかを表します。また、受益者負

担で賄いきれなかった純経常行政コストを一般財源や補助金等でどの程度賄えたのかを見ることができます。純資産の増減は、

将来世代に引き継ぐ財産の増減を意味します。 

純資産変動計算書 

 

○期末純資産残高は、区民税や財政調整交

付金の増加、評価替えに伴う土地及び建

物の評価価格の増加等により、対前年度

比で約 571 億円の増となりました。 

Point 

※金額は四捨五入し、億円単位で記載しているため、増減・小計・合計欄の金額が一致しないことがあります。 

 

○資産合計は約２兆 3,688 億円で、対前年度比約 563 億円の増となりました。 

 「流動資産」が約９億円減少した一方で、評価替えに伴う土地及び建物の評価価

格の増加等により「公共資産」が約 537 億円増加したことが主な要因です。 

○負債合計は約 690 億円で、対前年度比約８億円の減に対し、純資産合計は約２兆

2,998 億円で、対前年度比約 571 億円の増となりました。 

Point 

 

○行政コストで一番大きな割合を占める「移転支出的

なコスト」は、私立保育所・小規模保育運営経費、

臨時福祉給付金等支給経費、自立支援給付経費等の

増加により、約 44 億円の増となりました。 

○その次に大きな割合を占める「物にかかるコスト」

は、中学校教育活動、住民情報・福祉システム運営

にかかる経費等の増加により、約 23 億円の増とな

りました。 

Point 
 

○「経常的収支の部」は、社会保障給付等の増により約 70 億円

の支出増となった結果、対前年度比で約 44 億円の減となりま

した。 

○「公共資産整備収支の部」は、公共資産整備に係る経費の減に

対して、その他収入が増となった結果、対前年度比で約 13 億

円の増となりました。 

○「投資・財務的収支の部」は、基金積立額や地方債償還額等の

減少により約 42 億円の支出減となった結果、対前年度比で約

41 億円の増となりました。 

Point 

区分 27年度 28年度 増減
人にかかるコスト 315 325 10
物にかかるコスト 414 437 23
移転支出的なコスト 1,059 1,104 44
その他のコスト 10 8 △ 2
経常行政コスト合計Ａ 1,798 1,873 75

使用料・手数料 45 45 1
分担金・負担金・寄附金 31 31 0

経常収益合計Ｂ 76 76 1
差引純行政コストＡ-Ｂ 1,723 1,797 74

前年度比較行政コスト計算書（単位：億円）
27年度 28年度 増減

22,514 23,051 537

22,504 23,041 537

8 8 0

2 2 0

343 378 35

14 14 0

44 45 2

266 301 36

35 33 △ 2

△ 15 △ 15 0

268 259 △ 9

259 251 △ 8

(42) (43) (2)

8 8 △1

23,125 23,688 563

27年度 28年度 増減

1.固定負債 607 608 1

(1)地方債 328 320 △ 8

(2)長期未払金 29 41 12

(3)退職手当引当金 249 247 △ 3

(4)損失補償等引当金 0 0 0

2.流動負債 91 82 △ 9

(1)翌年度償還予定地方債 34 29 △ 6

(2)短期借入金 0 0 0

(3)未払金 16 18 2

(4)翌年度支払予定退職手当 22 16 △ 6

(5)賞与引当金 19 19 0

698 690 △ 8

27年度 28年度 増減

313 314 0

2.公共資産等整備一般財源等　 22,010 22,051 41

3.その他一般財源等　　　　　 △ 59 △ 52 8

4.資産評価差額 162 685 522

22,427 22,998 571

23,125 23,688 563負債・純資産合計

貸　　　　　方

負債の部

負債合計

純資産の部

1.公共資産等整備国都補助金等

純資産合計

(5)回収不能見込額

3.流動資産

(1)現金預金

　　(うち歳計現金)

(2)未収金

資産合計

(3)売却可能資産

2.投資等

(1)投資及び出資金

(2)貸付金

(3)基金等

(4)長期延滞債権

　前年度比較貸借対照表（単位：億円）　　※平成29年3月31日現在

借　　　　　方

資産の部

1.公共資産

(1)有形固定資産

(2)無形固定資産

区分 27年度 28年度 増減

期首純資産残高 22,348 22,427 79

　純経常行政コスト △ 1,723 △ 1,797 △ 74

　一般財源 1,234 1,264 30

　補助金等受入 566 582 16

　臨時損益 0 0 0

　資産評価替えによる変動額 1 522 522

期末純資産残高 22,427 22,998 571

前年度比較純資産変動計算書（単位：億円）

区分 27年度 28年度 増減

1.経常的収支の部(b-a) 200 155 △ 44

 支出 a 1,704 1,773 70

 収入 b 1,903 1,929 25

2.公共資産整備収支の部(d-c) △ 75 △ 63 13

 支出 c 148 140 △ 8

 収入 d 72 77 5

3.投資・財務的収支の部(f-e) △ 131 △ 91 41

 支出 e 134 92 △ 42

 収入 f 3 1 △ 2

当年度資金増減額(1+2+3) △ 7 2 9

期首歳計現金残高 49 42 △ 7

期末歳計現金残高 42 43 2

前年度比較資金収支計算書（単位：億円）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 連結財務諸表とは、特別会計や広域連合、事務組合、第三セクター等、区の普通会計と一体となって 

 行政サービスを提供する法人等をひとつの行政主体と見なし、財務状況を連結した書類です。 

２．連結会計 

 
※金額は四捨五入し、億円単位で記載しているため、増減・小計・合計欄の金額が一致しないことがあります。 

 

 連結団体全体で、住民サービスを提供するために保有している資産と、その資産をどのような財

源（負債・純資産）で賄ってきたかを一覧で表したものです。 

 

連結一覧と貸借対照表（バランスシート） 

 

○連結すると、普通会計

単体では分からなかっ

た、関係団体全体の資

産や負債を総括的に見

ることができます。 

Point 

 普通会計について、５つの視点で指標分析を行いました。 

視点 指標 視点 指標 視点 指標 

①資産形成度 区民一人当たり資産額 約 423 万 9 千円 ②世代間公平性 純資産比率 97.1% ④効率性 区民一人当たり行政コスト 約 32 万２千円 

有形固定資産減価償却率 60.8% ③持続可能性 区民一人当たり負債額 約 12 万３千円 ⑤自律性 受益者負担比率 4.1% 

 

３．財務諸表の指標分析 

 

 

 連結団体全体の１年間の行政サービス提供に伴い発

生した、人的サービスや給付サービス等、資産形成

につながらないコストとそれに対する収入を表した

ものです。 

 

連結行政コスト計算書 

 

○ここでのポイントは、移転支出的なコストです。社

会保障給付等は、ここに計上されるので、国民健康

保険や介護保険、後期高齢者医療、広域連合などの

連結で普通会計の倍以上のコストがかかっているこ

とが分かります。 

Point 

 

 連結団体全体の１年間の行政活動に伴う資金の流れ

を、「経常的収支」「公共資産整備収支」「投資・財務

的収支」の３区分で表したものです。 

 

連結資金収支計算書 

 

〇経常的収支の部では、連結すると支出、収入の双方と

倍近くの規模に膨らみます。これは、連結行政コスト

でも述べたように、社会保障給付の増とそれに対する

国都補助金、負担金、保険料等の収入によるものです。 

 

Point 

 

 

〇期末純資産残高において連結と

の差額が約435億円ありますが、

大半が二十三区清掃一部事務組

合の所有する清掃関連施設によ

るものです。 

連結純資産変動計算書 

Point 

連結貸借対照表の「資産の部」と「負債の部」の差

額である、純資産が 1 年間でどのように変動したか

を表します。また、受益者負担で賄いきれなかった

純経常行政コストを一般財源や補助金等でどの程

度賄えたのかを見ることができます。純資産の増減

は、将来世代に引き継ぐ財産の増減を意味します。 

※財務諸表数値を用いて作成 

※板橋区人口 558,809 人 

 （平成 29 年 4 月 1 日現在） 

※冊子では、各指標について、改訂 

モデル採用 16 区の平均値と比較 

普通 連結 連単倍率

23,051 23,408 1.02

23,041 23,397 1.02

8 8 1.03

2 2 1.00

378 375 0.99

14 6 0.43

45 1 0.03

301 336 1.12

33 58 1.77

0 0 -

△ 15 △ 26 1.71

259 376 1.45

251 321 1.28

13 41 3.18

0 0 -

0 31 -

△ 5 △ 18 3.41

23,688 24,159 1.02

普通 連結 連単倍率

1.固定負債 608 638 1.05

(1)地方公共団体 320 322 1.01

(2)関係団体 0 215 -

(3)長期未払金 41 41 1.01

(4)引当金 247 252 1.02

(5)その他 0 1 -

2.流動負債 82 88 1.08

(1)翌年度償還予定額 29 30 1.06

(2)短期借入金 0 0 -

(3)未払金 18 21 1.16

16 16 1.00

(5)賞与引当金 19 20 1.08

(6)その他 0 0 -

690 726 1.05

普通 連結 連単倍率

314 314 1.00

2.公共資産等整備一般財源等　 22,051 22,401 1.02

3.他団体及び民間出資分　　　　　 0 2 -

3.その他一般財源等　　　　　 △ 52 31 △ 0.60

4.資産評価差額 685 685 1.00

22,998 23,433 1.02

23,688 24,159 1.02

連結貸借対照表（単位：億円）

借　　　　　方

資産の部

連結一覧

1.公共資産

(1)有形固定資産

介護サービス事業 (2)無形固定資産

(3)売却可能資産

国民健康保険 2.投資等

介護保険 (1)投資及び出資金

介護保険サービス勘定 (2)貸付金

後期高齢者医療 (3)基金等

(2)未収金

(3)販売用不動産

(4)長期延滞債権

(5)その他

(6)回収不能見込額

3.流動資産

純資産合計

負債・純資産合計

貸　　　　　方

負債の部

(2)公営事業会計

(1)普通会計

(4)翌年度支払予定退職手当

負債合計

純資産の部

1.公共資産等整備国都補助金等

(4)その他

(5)回収不能見込額

資産合計

(1)資金

植村記念財団

板橋区文化・国際交流財団

板橋区産業振興公社

3.第三セクター等

板橋区土地開発公社

2.地方三公社

 ②その他

 ①公営企業会計

1.地方公共団体

後期高齢者医療広域連合

5.広域連合

特別区競馬組合

二十三区清掃一部事務組合

特別区人事・厚生事務組合

4.一部事務組合

区分 普通 連結 連単倍率

1.経常的収支の部(b-a) 149 190 1.27

 支出 a 1,773 3,182 1.79

 収入 b 1,923 3,372 1.75

2.公共資産整備収支の部(d-c) △ 63 △ 69 1.11

 支出 c 140 149 1.07

 収入 d 77 80 1.04

3.投資・財務的収支の部(f-e) △ 95 △ 98 1.04

 支出 e 95 110 1.15

 収入 f 1 12 14.64

翌年度繰上充用金額増減 0 0 -

当年度資金増減額(1+2+3) △ 8 22 △ 2.72

期首資金残高 259 299 1.15

経費負担割合変更に伴う差額 0 0 -

期末資金残高 251 321 1.28

連結資金収支計算書（単位：億円）
区分 普通 連結 連単倍率

人にかかるコスト 325 350 1.08

物にかかるコスト 437 513 1.17

移転支出的なコスト 1,104 2,403 2.18

その他のコスト 8 39 4.79

経常行政コスト合計Ａ 1,873 3,305 1.76

使用料・手数料 45 54 1.19

分担金・負担金・寄附金 31 381 12.26

保険料 0 280 -

事業収益 0 2 -

その他特定行政サービス収入 0 3 -

他会計補助金等 0 △ 1 -

経常収益合計Ｂ 76 720 9.43

差引純行政コストＡ-Ｂ 1,797 2,586 1.44

連結行政コスト計算書（単位：億円）

区分 普通 連結 連単倍率

期首純資産残高 22,427 22,836 1.02

　純経常行政コスト △ 1,797 △ 2,586 1.44

　一般財源 1,264 1,561 1.23

　補助金等受入 582 1,097 1.89

　臨時損益 0 1 229.55

　資産評価替えによる変動額 522 522 1.00

　経費負担割合変更に伴う差額 0 1 -

期末純資産残高 22,998 23,433 1.02

連結純資産変動計算書（単位：億円）


